
名古屋市認可外保育施設立入調査等実施要綱 

 

      第 1 章  総則 

 

   （目的） 

第 1 条 こ の要綱は、 児童福祉法（ 昭和 22 年法律第 164 号。 以下「 法」 と いう 。） 第 59

条から 第 59 条の 2 の 5 に定める 事項の実施に関し て必要な事項を 定める こ と により 、名

古屋市内に所在する認可外保育施設において、 利用児童の福祉の増進のため適正な保育

内容及び施設設備等を 確保さ せるこ と を 目的と する 。  

 

 （定義） 

第 2 条 こ の要綱において、 次の各号に掲げる 用語の意義は、 当該各号に定める と こ ろ に

よ る。  

(1) 認可外保育施設    法第 6 条の 3 第 9 項から 第 12 項までに規定する 業務又は第 39

条第 1 項に規定する業務及びそれに準ずる 業務を名古屋市内において行う 施設であっ

て、 法第 34 条の 15 第 2 項若し く は第 35 条第 4 項の認可又は就学前の子ども に関す

る 教育、保育等の総合的な提供の推進に関する 法律（ 平成 18 年法律第 77 号。以下「 認

定こ ども 園法」 と いう 。） 第 17 条第１ 項の認可を受けていないも の（ 法第 58 条の規

定によ り 児童福祉施設若し く は家庭的保育事業等の認可を 取り 消さ れたも の又は認

定こ ども 園法第 22 条第 1 項の規定により 幼保連携型認定こ ども 園の認可を 取り 消さ

れたも のを 含む。） を いう 。  

(2) 事業所内保育施設    前号の施設のう ち 、 事業主が主と し て当該事業所の従業員の

児童を対象と し て設置し たも のを いう 。  

(3) ベビーホテル    第 1 号の施設のう ち 、常態と し て、夜 8 時以降の保育を 行う も の、

宿泊を 伴う 保育を 行う も の及び一時預かり の児童が半数以上を 占める も ののいずれ

かの条件に該当するも のを いう 。（ 法第 6 条の 3 第 11 項に規定する業務を目的と する

施設を除く 。）  

 

（市長の責務） 

第 3 条 市長は、 第 1 条に規定する目的を 達成するため、 認可外保育施設の把握及び指導

を 積極的に行う も のと する 。  



      第 2 章  届出、報告及び立入調査 

 

 （届出） 

第 4 条  次の各号に掲げる児童のみの保育を行う 施設（ ただし 、 子ども ・ 子育て支援法第

59 条の 2 に規定する仕事・ 子育て両立支援事業に係る も のを 除く 。） を除く 認可外保育施

設の設置代表者又は保育管理者（ 以下「 代表者等」 と いう 。） は、 その事業の開始の日か

ら 1 か月以内に、 市長に届け出なければなら ない。  

  なお、 法第 6 条の 3 第 9 項、 第 10 項及び第 12 項に規定する業務を 行う 施設について

は第 1 号様式により 、同条第 11 項に規定する 業務を 行う 施設については第 1 号の 2 様式

により 届け出るも のと する 。  

(1) 事業者が顧客のために設置する施設にあっ ては、 顧客の児童 

(2) 親族間の預かり 合いを する 施設にあっ ては、 四親等以内の親族の児童 

(3) 設置者の親族又はこ れに準ずる密接な人的関係を有する者の監護する児童 

2  前項の規定にかかわら ず、 半年を 超えない期間に限り 設置さ れる施設及び認定こ ど も

園法第 3 条第 3 項に規定する連携施設（ 幼稚園型認定こ ども 園） を 構成する 保育機能施

設については、 届けるこ と を 要し ないも のと する 。  

3 代表者等は、 次に掲げる 事項に変更が生じ た場合、 名古屋市認可外保育施設ポータ ル

サイ ト における変更事項届出フ ォ ーム又は第５ 号様式にて、1 か月以内に市長に届け出な

ければなら ない。  

(1) 施設の名称及び所在地（ 法第 6 条の 3 第 11 項に規定する 業務を 目的と する 施設につ

いては、 主たる 事業所の名称及び所在地）  

(2) 設置者の氏名及び住所又は名称及び所在地 

(3) 建物その他の設備の規模及び構造 

(4) 施設の管理者の氏名及び住所 

(5) 施設の設置者について、 過去に事業停止命令又は施設閉鎖命令を 受けたか否かの別

（ 受けたこ と がある場合には、 その命令の内容を 含む。）  

4 代表者等は、 認可外保育施設を 廃止又は休止し た場合は、 廃止又は休止の日から 1 か

月以内に第６ 号様式にて市長に届け出なければなら ない。  

    

 （報告） 

第 5 条 市長は、 代表者等に対し て、 次の各号に掲げる報告を 求めるこ と ができ る 。  

(1) 通常の報告    代表者等は、 認可外保育施設の運営状況を 、 各年度に 1 度以上、 別

に通知する期限までに、 市長に報告するも のと する。  

 なお、法第 6 条の 3 第 9 項、 第 10 項及び第 12 項に規定する業務を 行う 施設につい

ては第 1 号様式によ り 、同条第 11 項に規定する 業務を 行う 施設については第 1 号の 2



様式によ り 報告するも のと する。  

(2) 臨時の報告    代表者等は、 次のア、 イ 及びウに掲げる事由があっ た場合には、 遅

滞なく 、 市長に報告する も のと する 。  

ｱ  施設の管理下において死亡事故、 意識不明事故、 治療に要する期間が 30 日以上

の負傷や疾病を 伴う 重篤な事故等が起き た場合 

ｲ 食中毒事案及び虐待（ 疑） 事案等の児童処遇上重大な事案があっ た場合 

ｳ  1 週につき おおむね 5 日以上 24 時間在園し ている児童がいる場合（ 第 2 号様式

によ り 報告）  

  (3)  改善の報告    代表者等は、 第 11 条本文及び第 12 条に規定する文書による改善指

導若し く は改善勧告を 受けた場合に、 おおむね 1 か月以内に、 別に通知する 様式によ

り 、 改善の事実又は改善の予定を 市長に報告する も のと する。  

 

 （立入調査） 

第 6 条 市長は、 子ども 青少年局職員を し て、 認可外保育施設に対し て法第 59 条第 1 項に

規定する 立入調査を行わせる こ と ができ る 。  

2  前項に規定する立入調査は、 子ども 青少年局職員が当該施設に立ち 入り 、 代表者等及

び保育従事者に質問し 、 必要な事項を 調査し 、 必要に応じ て改善を 指導する こ と と し 、

次の各号に掲げる も のと する 。  

(1)  把握調査    第 4 条に定める 届出を受理し た場合に、 届出の内容を 確認するため、

事前に代表者等に日時を 通知し 実施する。  

(2)  通常の立入調査    届出対象施設については、 おおむね 1 年に 1 回、 第 7 条の基準

の適合状況を 確認する ために、 事前に代表者等に日時を通知し 実施する。 ただし 、 ベ

ビ ーホテルについては 1 年に 1 回以上実施するも のと し 、 届出対象外の施設について

は、 おおむね隔年で実施する も のと する。  

   なお、 法第 6 条の 3 第 11 項に規定する業務を 目的と する施設については、 立入調

査に代えて事業所長又は保育従事者を 一定の場所に集めて講習等の方法によ り 集団

指導を年１ 回以上行う こ と ができ る 。  

 (3)  特別立入調査    次の ｱから  ｳに掲げる 事由があっ た場合には、事前に代表者等に

日時を通知し 、 又は通知せずに実施する。  

ｱ  第 11 条本文に規定する 改善指導に対し て改善の報告があっ た場合又は報告期限を

過ぎても 報告さ れない場合で市長が必要と 認める 場合 

ｲ  第 12 条に規定する改善勧告に対し て改善の報告があっ た場合又は報告期限を過ぎ

ても 報告さ れない場合 

ｳ  別紙（ 1） に定める特別な事由があると 認めら れる場合 

(4)  事務所への立入調査  認可外保育施設への立入調査だけでは、 運営状況等が十分



に把握でき ない場合は、 当該施設の設置者等の事務所に対し て立入調査を 実施し 、 必

要な報告徴収を するも のと する。  

 

      第 3 章  指導基準及び改善指導等 

 

 （指導基準） 

第 7 条 市長は、 認可外保育施設が遵守すべき 施設、 運営及び保育の基準を 、「 児童福祉施

設の設備及び運営に関する 基準」（ 昭和 23 年厚生省令第 63 号）、「 保育所保育指針」（ 平

成 29 年厚生労働省告示第 117 号）、「 認可外保育施設に対する 指導監督の実施について」

（ 平成 13 年 3 月 29 日雇児発第 177 号及び令和 6 年 3 月 29 日こ 成保 206 号厚生労働省

子ども 家庭局長通知） 及び「 認可外保育施設指導監督基準を 満たす旨の証明書の交付に

ついて」（ 平成 17 年 1 月 21 日雇児発第 0121002 号及び令和 6 年 3 月 29 日こ 成保 218

号厚生労働省子ども 家庭局長通知） に基づき 、 別紙（ 2） のと おり 定める。  

 

（証明書の交付） 

第 8 条  市長は、 第 4 条第 1 項に規定する届出の対象である 認可外保育施設にかかる第 6

条の規定に基づく 通常の立入調査を行い、「 認可外保育施設に対する 指導監督の実施につ

いて」（ 平成 13 年 3 月 29 日雇児発第 177 号及び令令和６ 年３ 月 29 日こ 成保 218 号厚生

労働省子ども 家庭局長通知） の別添「 認可外保育施設指導監督基準」 の基準に全て適合

し ている こ と が確認でき たと き には、 代表者等に対し て「 認可外保育施設指導監督基準」

を 満たす旨の証明書（ 第 3 号様式、第 3 号の 2 様式、第 3 号の 3 様式、第 3 号の 4 様式。

以下「 証明書」 と いう 。） を 交付するも のと する 。  

2 前項の証明書の有効期間は、 交付し た日から 第 9 条により その返還を求める時までと

する。  

3  第 11 条本文に規定する 改善指導を 行っ た場合でも 、 その指導事項の改善状況の確認に

よ り 、 当該施設が第 7 条の基準に全て適合し ている こ と が確認でき た場合には、 代表者

等に対し て証明書を交付する も のと する。  

 

（証明書の返還） 

第 9 条  市長は、 証明書の交付を 受けた者が、 立入調査等によ り 、 前条に規定する 証明書

交付の要件を 満たさ なく なっ たと 認めら れると き は、 証明書の返還を 求めるも のと する。 

2 市長は、 第 6 条の規定に基づく 立入調査により 、 新たに証明書を交付する 場合には、

先に交付し た証明書につき 回収を 行う 等適切な措置を 講じ なければなら ない。  

 

 



（証明書の再発行） 

第 10 条  代表者等は、 証明書を 紛失等し た場合には、 証明書の再発行を求めるこ と ができ

る 。 再発行を 求める場合、 代表者等は第 4 号様式により 申請するも のと する 。  

2 代表者等は、 再交付を 受けた後、 紛失等し た証明書を 発見し たと き は、 直ち に、 発見

し た証明書を 市長に返還し なければなら ない。  

 

 （改善指導） 

第 11 条  立入調査の結果、 第 7 条の基準に抵触する事項が見受けら れた場合には、 市長

は、 子ども 青少年局長をし て、 立入調査終了後おおむね 1 か月以内に、 代表者等に対し

て文書によ る 改善指導を さ せる も のと する 。 ただし 、 抵触する内容が速やかな改善が充

分に期待でき るも のである と 思料さ れる 場合は、 立入調査終了時に子ど も 青少年局職員

を し て、 代表者等に対し て口頭で改善指導さ せる も のと する。  

 

 （改善勧告） 

第 12 条  市長は、 改善指導を 繰り 返し 行っ ているにも かかわら ず改善さ れない場合又は  

施設及び保育内容が著し く 児童の福祉上不適当である と 認めら れる 場合には、 代表者等  

に対し て文書によ る改善勧告を 行う も のと する。  

 

   （事業停止及び施設閉鎖の手続き） 

第 13 条  市長は、 以下のいずれか該当する 場合は、 代表者等に対し て、 名古屋市行政手続

条例（ 平成 7 年条例第 17 号） 第 13 条第 1 項第 2 号に規定する弁明（ 以下「 弁明」 と い

う 。） の機会を 付与し た上で、名古屋市社会福祉審議会児童福祉専門分科会の意見を 聴き 、

法第 59 条第 5 項に規定する事業停止又は施設閉鎖を 命ずるこ と ができ る 。  

(1) 改善勧告にも かかわら ず改善が行われていない場合であっ て、 かつ、 改善の見通し が

なく 児童福祉に著し く 有害であると 認めら れると き  

(2) 改善指導、 改善勧告を行う 時間的余裕がなく 、 かつ、 こ れを 放置するこ と が児童福祉

に著し く 有害であると 認めら れると き  

(3) 乳幼児の生命身体に著し い影響を 与えるなど、 社会通念上著し く 悪質である と き  

2 前号の規定にかかわら ず、 児童の福祉を 確保すべき 緊急の必要がある 場合は、 改善指

導、 改善勧告、 弁明の機会の付与及び名古屋市社会福祉審議会児童福祉専門分科会から

の意見聴取の手続き を 経ずに事業停止又は施設閉鎖を 命ずるこ と ができ る。  

 

   （公表） 

第 14 条  市長は、 次の各号に掲げる場合において、 当該施設の利用児童等の保護の観点に

よ り 、 当該各号に掲げる内容について公表するこ と ができ る。 ただし 、 第 1 号について



は、 児童の福祉を 確保すべき 緊急の必要がある 場合を 除き 、 代表者等に対し て弁明の機

会を 付与し なければなら ない。  

(1)  第 12 条の規定による 改善勧告を 行っ たにも かかわら ず、 改善が行われない場合改

善勧告の内容及び改善が行なわれていない事実の内容 

(2)  第 13 条の規定による 事業停止又は施設閉鎖命令を 行っ た場合処分を受けたも のの

名称、 所在地、 代表者等の氏名及び処分の内容 

 

      第 4 章  雑則 

 

   （情報提供） 

第 15 条  市長は、 認可外保育施設の届出事項のう ち 、 立入調査等を 通し て確認でき たも の

について市民向けに情報提供するも のと する。  

2 第 8 条による証明書を 交付し た場合には、 その事実について市民向けに情報提供する

も のと する。  

 

   （その他） 

第 16 条  こ の要綱の施行に関し 必要な事項は、 別に定める。  

 

      附  則 

 

  こ の要綱は、 平成 13 年 8 月 1 日から 施行する。  

 

1  こ の要綱は、 平成 14 年 10 月 1 日から 施行する。 ただし 、 第 4 章中第 13 条の前に 1

条を 加える改正規定は、 健康福祉局長が別に定める 日から 施行する。  

2  こ の要綱の施行の際現にこ の要綱によ る 改正前の名古屋市認可外保育施設立入調査等

実施要綱第 4 条第 2 項第 1 号の規定による 報告を提出し ている 施設については、 こ の要

綱によ る 改正後の名古屋市認可外保育施設立入調査等実施要綱第 4 条の規定にかかわら

ず、 別に定める様式で届出を するこ と ができ るも のと する 。  

 

こ の要綱は、 平成 15 年 1 月 1 日から 施行する 。  

 

こ の要綱は、 平成 17 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

こ の要綱は、 平成 18 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 



附 則 

こ の要綱は、 平成 21 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

  附 則 

こ の要綱は、 平成 24 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

附 則 

こ の要綱は、 平成 27 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

附 則 

こ の要綱は、 平成 28 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

附 則 

こ の要綱は、 平成 29 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

附 則 

こ の要綱は、 令和元年 7 月 1 日から 施行する 。  

 

附 則 

こ の要綱は、 令和 2 年 5 月 1 日から 施行する 。  

 

附 則 

こ の要綱は、 令和 4 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

附 則 

こ の要綱は、 令和 5 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 

附 則 

こ の要綱は、 令和６ 年 4 月 1 日から 施行する 。  

 



別紙（ １ ）

第６ 条第２ 項第３ 号ウに定める特別な事由

１ ． 本要綱に規定する報告や調査に協力し ない場合

２ ． 報告の有無にかかわら ず、 第５ 条第２ 項第２ 号の臨時の報告に該当する 事案があ

っ た場合

３ ． 近隣住民や利用者等関係者から の苦情・ 相談が寄せら れている 場合等であっ て、

児童の処遇上の観点から 施設に問題があると 認めら れると き

４ ． 当該施設と 設置者または経営者を同じ く する施設（ こ れに準じ る形態を 含む） で

重大な事故事件が発生し た場合

５ ． その他、 市長が必要と 認めた場合



 
 
 
                                                                             

                                                                       別紙（ ２ ）  

 

名古屋市認可外保育施設運営及び保育に関する基準 

 

  要綱第７ 条に定める 基準は以下のと おり と する。  

 

第１ 保育従事者 

 

１ １日に保育する乳幼児の数が６人以上の施設 

 

（ １ ）  保育に従事する者（ 以下、「 保育従事者」 と いう ） の数は、 主たる開所時間（ 施設

の開所時間が 11 時間を 下回る場合にあっ ては、 当該時間） については、 以下の規

定を 充足する こ と 。 ただし 、 ２ 人を下回っ てはなら ないこ と 。  

 

乳児おおむね３ 人につき １ 人以上 

満１ ， ２ 歳児おおむね６ 人につき １ 人以上 

満３ 歳児おおむね２ ０ 人につき １ 人以上 

満４ 歳以上児おおむね３ ０ 人につき １ 人以上と する 。  

 

（ １ ） 主たる １ １ 時間の保育時間以外の時間は、 現に保育さ れている 児童が１ 人である

場合を 除き 、 保育従事者を 常時２ 人以上配置するこ と 。  

（ ２ ） 保育従事者のう ち 、 おおむね３ 分の１ 以上が保育士又は看護師（ 准看護師含む。

以下同じ 。） の有資格者である こ と 。 また、 常時、 保育士又は看護師の有資格者を

１ 人以上配置するこ と 。  

（ ３ ） （ ３ ） にかかわら ず、 保育従事者全てについて保育士又は看護師の有資格者が配

置さ れている こ と が望まし い。 なお、 保育士又は看護師の資格を 有し ない保育従

事者については、 一定の研修を 受講するこ と が望まし い。  

（ ４ ） 非常勤保育従事者については、 １ 日につき ８ 時間で１ 人と し て換算する こ と 。  

 

 ２ １日に保育する乳幼児の数が常時５人以下の施設 

（ １ ） 保育従事者の数は、 原則と し て常時２ 人以上である こ と 。 ただし 、 乳幼児の数が

３ 人以下までは１ 人の配置と するこ と ができ るこ と 。  

（ ２ ） 保育従事者のう ち １ 人は、 保育士若し く は看護師又は都道府県知事等が行う 保育

に従事する者に関する 研修を 修了し た者を 配置するこ と 。  

 

３ 法第６条の３第１１項に規定する業務を目的とする事業 

（ １ ） 原則と し て、 保育従事者１ 人に対し て乳幼児１ 人であるこ と 。（ 兄弟姉妹での利用

で、 かつ、 保護者が契約において同意し ている 場合を 除く ）  

（ ２ ） 保育従事者は、 保育士若し く は看護師又は都道府県知事等が行う 保育に従事する

者に関する 研修を 修了し た者を 配置する こ と 。  

 

４ 保育士の名称について 

  保育士でないも のに対し て、 保育士である と 誤解さ れる可能性のある 呼称を つかわない

こ と 。  

 

 

 



 
 
 
                                                                             

第２ 構造及び面積 

 

（ １ ） 保育室の他、 便所、 調理室または設備を有するこ と 。  

（ ２ ） 保育室（ 調理室、 便所、 浴室等は含まない） の面積は、 児童１ 人につき おおむね

１ ． ６ ５ ㎡以上確保する こ と 。 ただし 、 １ 日に保育する乳幼児の数が常時５ 人以

下の施設については、 乳幼児が適切に保育を 行う こ と ができ る広さ （ １ 人当たり

３ ． ３ ㎡以上） を 確保するこ と 。  

（ ３ ） 乳児（ おおむね１ 歳未満の児童を いう 。） の安全を確保する ため、 乳児と 幼児のそ

れぞれの保育を 行う 場所を 区分でき る こ と 。  

（ ４ ） 保育室は、 採光、 換気、 衛生及び安全が確保さ れている こ と 。  

（ ５ ） 便所には手洗設備を 備え、 保育室及び調理室と 区分さ れ、 児童が安全に使用でき

る こ と 。 便器の数はおおむね幼児２ ０ 人にひと つ以上用意する こ と 。  

（ ６ ） 調理設備は安全に区画さ れ、 衛生的な状態を保持でき る こ と 。  

（ ７ ） 宿泊を 伴う 保育を 実施する 場合は、 児童の衛生面に留意し 、 沐浴、 シャ ワー等を

準備する こ と 。  

（ ８ ） 法第６ 条の３ 第１ １ 項に規定する 業務を 目的と する 事業については、 事業の運営

を 行う ために必要な広さ を 有する 専用の区画を 設ける ほか、 保育の実施に必要な

備品等を 備えるよ う 保護者に協力を 求めるこ と 。  

 

第３ 非常災害等の対応 

 

（ １ ） 消火用具、 非常口その他非常災害に必要な設備を 設ける こ と 。 なお、 非常口は火

災等非常時に乳幼児の避難に有効な位置に適切に設置さ れているこ と 。  

（ ２ ） 災害に対する 計画を 立案し 、 こ れに対する 避難訓練を 月に１ 回以上実施するこ と 。

また、 火災や地震などの災害の発生に備え、 施設・ 設備の安全確保と と も に、 緊

急時の対応や職員の役割分担等に関する マニュ アルの作成、 保護者と の連絡体制

や引渡し 方法等に関する確認等に努めるこ と 。（ 保育所保育指針第３ 章４ 節「 災害

への備え」 参照。）  

（ ３ ） 感染症や非常災害の発生時において、 利用者に対する 支援の提供を 継続的に実施

する ための、 及び非常時の体制での早期の業務再開を 図る ための計画（ 業務継続

計画） を 策定し 、 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずる よう 努める こ と 。  

（ ４ ） 職員に対し 業務継続計画について周知する と と も に、 必要な研修及び訓練を 定期

的に実施する よう 努めるこ と 。  

（ ５ ） 定期的に業務継続計画の見直し を 行い、 必要に応じ て変更を 行う よう 努めるこ と 。 

（ ６ ） 感染症又は食中毒が発生し 、 又はまん延し ないよ う に、 職員に対し 、 感染症及び

食中毒の予防及びまん延防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止

のための訓練を定期的に実施するよ う 努めるこ と 。  

（ ７ ） 法第６ 条の３ 第１ １ 項の業務を 目的と する 事業については、 災害発生時における

対処法を あら かじ め検討及び実施するなど、 防災上の必要な措置を 採るこ と 。  

 

第４ 保育室を２階以上に設ける場合の条件 

 

（ １ ） 保育室が２ 階以上に設けら れている場合は、 設備運営基準第３ ２ 条第８ 号の規定

を 遵守するこ と 。  

なお、 １ 日に保育する 乳幼児の数が常時５ 人以下の施設及び法第６ 条の３ 第１ １

項に規定する 業務を 目的と する 事業を 、 保育を 受ける 乳幼児の居宅において行う

場合は本基準を適用し ないこ と と する。  



 
 
 
                                                                             

 
  設備運営基準  第３ ２ 条 第８ 号 

 
    乳児室、 ほふく 室、 保育室又は遊戯室（ 以下「 保育室等」 と いう 。） を２ 階に設

ける建物は、 次のイ 、 ロ及びヘの要件に、  

    保育室等を ３ 階以上に設ける建物は、 次に掲げる要件に該当する も のであるこ

と 。  

 
  イ  耐火建築物（ 建築基準法（ 昭和２ ５ 年法律第２ ０ １ 号） 第２ 条第９ 号の２ に

規定する耐火建築物を いう 。 以下こ の号において同じ 。） 又は準耐火建築物（ 同

条第９ 号の３ に規定する準耐火建築物を いい、 同号ロに該当するも のを 除く 。）

（ 保育室を ３ 階以上に設ける建物にあっ ては、 耐火建築物） である こ と 。  

  ロ   保育室等が設けら れている次の表の上欄に掲げる 階に応じ 、 同表の中欄に掲

げる 区分ごと に、 それぞれ同表の下欄に掲げる施設又は設備が１ 以上設けら れ

ているこ と 。  

 

  階 区分 施設又は設備  

２ 階 

常用 
１   屋内階段 

２   屋外階段 

 

 

避難用 

１   建築基準法施行令（ 昭和２ ５ 年政令第３ ３ ８ 号） 第１ ２

３ 条第１ 項各号又は同条第３ 項各号に規定する 構造の屋

内階段（ ただし 、 同条第１ 項の場合においては、 当該階段

の構造は、建築物の１ 階から ２ 階までの部分に限り 、屋内

と 階段室と は、バルコ ニー又は付室を 通じ て連絡するこ と

と し 、 かつ、 同条第３ 項第３ 号、 第４ 号及び第 10 号を 満

たすも のと する。）  

２   待避上有効なバルコ ニー 

３   建築基準法第２ 条第７ 号の２ に規定する 準耐火構造の

屋外傾斜路又はこ れに準ずる 設備 

４   屋外階段 

 

 

３ 階 

常用 

１   建築基準法施行令第１ ２ ３ 条第１ 項各号又は同条第３

項各号に規定する 構造の屋内階段 

２   屋外階段 

 

 

避難用 

１   建築基準法施行令第１ ２ ３ 条第１ 項各号又は同条第３

項各号に規定する 構造の屋内階段（ ただし 、同条第１ 項の

場合においては、当該階段の構造は、建築物の１ 階から ３

階までの部分に限り 、屋内と 階段室と は、バルコ ニー又は

付室を 通じ て連絡する こ と と し 、かつ、同条第３ 項第３ 号、

第４ 号及び第 10 号を 満たすも のと する 。）  

２   建築基準法第２ 条第７ 号に規定する 耐火構造の屋外傾

斜路又はこ れに準ずる 設備 

３   屋外階段 

 

  
４ 階 

 
以上 

常用 

１   建築基準法施行令第１ ２ ３ 条第１ 項各号又は同条第３

項各号に規定する 構造の屋内階段 

２   建築基準法施行令第１ ２ ３ 条第２ 項各号に規定する 構

造の屋外階段 

 



 
 
 
                                                                             

  
 
 

４ 階 

 
以上 

 
 
 
 

避難用 

１  建築基準法施行令第１ ２ ３ 条第１ 項各号又は同条第３

項各号に規定する 構造の屋内階段（ ただし 、同条第１ 項の

場合においては、当該階段の構造は、建築物の１ 階から 保

育室等が設けら れている階までの部分に限り 、屋内と 階段

室と は、バルコ ニー又は付室（ 階段室が同条第３ 項第２ 号

に規定する構造を 有する場合を 除き 、同号に規定する構造

を 有する も のに限る。） を通じ て連絡するこ と と し 、かつ、

同条第３ 項第３ 号、 第４ 号及び第 10 号を 満たすも のと す

る 。）  

２  建築基準法第２ 条第７ 号に規定する 耐火構造の屋外傾

斜路 

３  建築基準法施行令第１ ２ ３ 条第２ 項各号に規定する 構

造の屋外階段 

 

 
ハ  ロ に掲げる 施設及び設備が避難上有効な位置に設けら れ、 かつ、 保育室等

の各部分から その一に至る 歩行距離が３ ０ メ ート ル以下と なる よ う に設けら

れているこ と 。  

ニ  保育所の調理室（ 次に掲げる 要件のいずれかに該当する も のを 除く 。 ニに

おいて同じ 。） 以外の部分と 保育所の調理室の部分が建築基準法第２ 条第７ 号

に規定する 耐火構造の床若し く は壁又は建築基準法施行令第１ １ ２ 条第１ 項

に規定する 特定防火設備で区画さ れている こ と 。 こ の場合において、 換気、 暖

房又は冷房の設備の風道が、当該床若し く は壁を 貫通する部分又はこ れに近接

する 部分に防火上有効にダンパーが設けら れている こ と 。  

（ １ ）  スプ リ ン ク ラ ー設備その他こ れに類するも ので自動式のも のが設けら

れている こ と 。  

（ ２ ）  調理用器具の種類に応じ て有効な自動消火装置が設けら れ、 かつ、 当

該調理室の外部への延焼を 防止するために必要な措置が講じ ら れてい

るこ と 。  

ホ  保育所の壁及び天井の室内に面する 部分の仕上げを 不燃材料でし ている こ

と 。  

ヘ  保育室等その他乳幼児が出入し 、 又は通行する 場所に、 乳幼児の転落事故

を 防止する 設備が設けら れているこ と 。  

ト   非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を 通報する 設備が設け

ら れている こ と 。  

チ  保育所のカ ーテン 、 敷物、 建具等で可燃性のも のについて防炎処理が施さ

れているこ と 。  

 

 

 

第５ 保育内容 

 

（ １ ） 保育所保育指針（ 平成２ ９ 年厚生労働省告示第１ １ ７ 号） を 充分に理解し 、 実践

するこ と 。  

（ ２ ） 児童の人権を 充分尊重すると と も に、 子ど も 一人一人の人格を 尊重する こ と 。  

（ ３ ） 保護者と の信頼関係を 築き ながら 保育を する と と も に、 相談や支援に努めていく

こ と 。 保護者に不適切な養育等が疑われる 場合には、 専門機関の助言を 得る など

の体制を と る こ と 。  

（ ４ ） 保育従事者の資質向上及び専門性の向上を 図る ため、 研修等に参加し 、 施設内で

共有する よう 努めるこ と 。  

（ ５ ） 乳幼児の安全で清潔な環境や健康的な生活リ ズム（ 遊び、 運動、 睡眠等） に十分



 
 
 
                                                                             

配慮がなさ れた保育の計画を 定め、 実行する こ と 。 日々の保育について記録し て

おく こ と 。  

（ ６ ） 児童一人一人の心身の発育や発達の状況を 把握し 、 保育内容を 工夫し 、「 放任的」

な保育を し ないこ と 。  

（ ７ ） 保護者の緊急連絡先を 把握し ておく こ と 。  

（ ８ ） 具体的な保育の配慮事項は別紙（ ２ ） の別添「 各時期で留意する こ と 」 のと おり

であるこ と 。  

 

第６ 給食 

 

（ １ ） 保育所における食事の提供ガイ ド ラ イ ン（ 平成２ ４ 年３ 月厚生労働省） を 参考に

する こ と 。 アレ ルギー疾患を 有する 子ど も については保育所におけるアレ ルギー

対応ガイ ド ラ イ ン （ 平成３ １ 年４ 月厚生労働省） を 参考に医師の診断及び指示に

基づき 、 適切に対応する こ と 。  

（ ２ ） 調理室（ 設備）、 調理、 配膳、 食器等の衛生管理を 適切に行う こ と 。  

ア 食器類はよ く 洗い、 十分に殺菌し たも のを 使用するこ と 。 ふき ん、 まな板、

鍋等についても 同様である こ と 。  

イ  原材料、調理済み食品の保存に当たっ ては、冷凍又は冷蔵設備等を 活用の上、

適切な温度で保存する など、 衛生上の配慮を行う こ と 。  

ウ 施設内で調理を する 場合、 調理済みの食品について冷凍の状態で２ 週間保存

する こ と 。  

エ 弁当を持参さ せる 場合は、 保存に留意するこ と 。  

（ ３ ） あら かじ め作成し た献立に従い、 児童の年齢、 発達段階、 健康状態に配慮し た給

食内容と する こ と 。  

（ ４ ） 外部調理や仕出し 弁当等を 利用する場合は、 適正な業者と 契約し 、 年齢等の状況

に応じ た配慮を行う こ と 。  

（ ５ ） 調理に従事する職員は、 月に１ 回検便を実施するこ と 。  

（ ６ ） 調乳は、 乳児用調製粉乳の安全な調乳、 保存及び取扱いに関するガイ ド ラ イ ン（ 世

界保健機関/国連食糧農業機関共同作成・ ２ ０ ０ ７ 年） を 参考にするこ と 。  

 

第７ 健康管理・安全確保 

 

（ １ ） 登園、 降園の際に児童の健康状態を観察するこ と 。  

（ ２ ） 身長や体重の測定など児童の基本的な発育の記録を 毎月定期的に行う こ と 。  

（ ３ ） 継続し て保育し ている 児童の健康診断は利用開始時及び年に２ 回実施するこ と 。  

（ ４ ） 職員の健康診断は採用時及び年に１ 回実施するこ と 。  

（ ５ ） 必要な救急医薬品を 備え付けるこ と 。  

（ ６ ） 感染症への対応については、 保育所における 感染症対策ガイ ド ラ イ ン（ 平成３ ０

年３ 月厚生労働省） を 参考にする こ と 。 感染症にかかっ ている こ と が分かっ た児

童については、 かかり つけ医の指示に従う よう 保護者に指示するこ と 。  

（ ７ ） 乳幼児突然死症候群（ SI DS） の予防に努めるこ と 。  

乳幼児突然死症候群（ SI DS） を 予防する ため、 睡眠時の児童の顔色、 呼吸等の状

態を 観察し 、 次の点に特に注意する こ と 。  

 ア 満２ 歳までは観察内容を記録するこ と 。  

 イ  睡眠中の児童から 眼を 離さ ないこ と 。  

 ウ 仰向け寝を 励行するこ と 。  

 エ  睡眠中の保育室内は児童の顔色がわかる 明るさ にするこ と 。  



 
 
 
                                                                             

オ 保育室内は禁煙と するこ と 。  

（ ８ ） 児童の安全確保について 

ア 施設の設備の安全点検、 職員、 児童等に対する 施設外での活動、 取組等を 含     

めた施設での生活その他の日常生活における 安全に関する 指導、 職員の研修

及び訓練その他施設における 安全に関する 事項についての計画（ 安全計画）

を 作成し 、 安全計画に従い、 児童の安全に配慮し た保育の実施を 行う こ と 。  

イ  職員に対し 、 安全計画について周知する と と も に、 安全計画に定める 研修及     

び訓練を 定期的に実施する こ と 。  

ウ 保護者に対し 、 安全計画に基づく 取組の内容等について周知するこ と 。  

エ 施設の安全確保について、 教育・ 保育施設等における 事故防止及び事故発生

時の対応のためのガイ ド ラ イ ン （ 平成２ ８ 年３ 月内閣府、 文部科学省、 厚生

労働省） を参考にするこ と 。  

オ 事故防止の観点から 、施設内の危険な場所、設備等に対し て適切な安全管理を

図る こ と 。  

カ  不審者の立入防止などの対策や緊急時における 児童の安全を 確保する 体制を

整備するこ と 。  

キ 児童の施設外での活動、取組等のための移動その他の児童の移動のための自動

車を 運行する と き は、 児童の乗車及び降車の際に、 点呼その他児童の所在を

確実に把握する こ と ができ る方法によ り 、 児童の所在を確認するこ と 。  

ク  児童の送迎を 目的と し た自動車（ 運転者席及びこ れと 並列の座席並びにこ れら

よ り 一つ後方に備えら れた前向き の座席以外の座席を 有し ないも のその他利

用の態様を 勘案し てこ れと 同程度に児童の見落と し のおそれが少ないと 認め

ら れるも のを 除く 。） を 日常的に運行すると き は、 当該自動車にブザーその他

の車内の児童の見落と し を 防止する 装置を 備え、 こ れを 用いてカ に定める 所

在の確認（ 児童の降車の際に限る。） を 行う こ と 。  

ケ 事故発生時に適切な救命措置が可能と なる よう 訓練を 実施する こ と 。  

コ  賠償責任保険に加入するなど、 保育中の万が一の事故に備える こ と 。    

サ 事故発生時には速やかに当該事実を報告するこ と 。  

シ 死亡事故等の重大事故が発生し た施設については、当該事故と 同様の事故の再

発防止策及び事故後の検証結果を 踏まえた措置をと る こ と 。  

   

なお、法第６ 条の３ 第１ １ 項に規定する 業務を 目的と する 施設については、原則と し  

て(２ )、 (３ )、  (５ )及び(８ )ク は適用し ない。  

 

第８ 利用者への情報提供 

 

（ １ ） 次に掲げる 内容について利用者の見やすい場所に掲示する と と も に、 子ども ・ 子

育て支援情報公表システム（ こ こ de サーチ） に掲載し なければなら ない。 なお、

カ について変更があっ た場合には直近の変更の内容及びその理由を 掲示及び子ど

も ・ 子育て支援情報公表システム（ こ こ de サーチ） に掲載し なければなら ない。 

ア 設置者の氏名又は名称及び施設の管理者の氏名 

イ  設備の規模及び構造 

（ 法第６ 条の３ 第１ １ 項に規定する 業務を 目的と する施設以外の施設に限る ）  

ウ 施設の名称及び所在地 

エ 事業開始年月日 

オ 開所し ている時間 

（ 法第６ 条の３ 第１ １ 項に規定する業務を 目的と する施設については、 保育提 



 
 
 
                                                                             

供時間）  

カ  サービス内容及び利用者の支払う べき 金額 

キ 入所定員 

ク  保育士その他の保育従事者の配置数又はその予定 

ケ 設置者及び職員に対する 研修の受講状況 

  （ 法第６ 条の３ 第１ １ 項に規定する業務を 目的と する施設又は１ 日に保育する

乳幼児の数が常時５ 人以下の施設に限る 。）  

コ  保育する 児童に関し て契約し ている保険の種類等 

サ 提携し ている医療機関の名称、 所在地及び提携内容 

シ 緊急時等における 対応方法 

ス 非常災害対策 

セ 虐待の防止のための措置に関する事項 

ソ  施設の設置者について過去に事業停止命令又は施設閉鎖命令を 受けたか否か

の別（ 受けたこ と がある場合には、 その命令の内容を 含む。）  

  

（ ２ ） 利用者と 利用契約が成立し たと き は、 次に掲げる 内容について書面等で交付する

こ と  

ア 設置者の氏名及び住所又は名称及び所在地 

イ  利用者の支払う べき 金額 

ウ 施設の名称及び所在地 

エ 施設の管理者の氏名 

オ 利用者に提供する サービ スの内容 

カ  保育する 児童に関し て契約し ている保険の種類等 

キ 提携し ている医療機関の名称、 所在地及び提携内容 

ク  苦情を受付ける担当職員の氏名及び連絡先 

 

第９ 備える帳簿 

 

（ １ ） 施設には次の書類を 備えておく こ と 。  

ア  職員名簿、 職員の資格を 証明する 書類（ 写） 等 

イ   各職員の勤務の時間ごと の割り 振り が確認でき る 書類及び勤務実績が確認で

き る 書類 

ウ  在籍児童及び保護者の氏名、児童の生年月日及び健康状態、保護者の連絡先、

契約内容、 児童の在籍記録等 

     エ 労働基準法等で定めら れた事業所に必要な帳簿（ 労働者名簿・ 賃金台帳等）  

      

なお、 法第６ 条の３ 第 11 項に規定する業務を 目的と する施設（ 複数の保育従事 

者を 雇用し ていない場合に限る。） については、 イ 及びエは適用し ない。 また、 ア 

についても 職員の資格を 証明する書類（ 写） のみ対象と する。  



別紙（ ２ ） の別添

各時期で留意すること

乳児

・ 機嫌よく 過ごせるよう 、 授乳、 排泄、 睡眠、 清潔等の欲求が満たさ れているか、 水分量

が充足し ているか、 活気や表情、 皮膚の状態等をよく 観察し ていますか？

・ 一人一人の子ども と のスキンシッ プや応答的な関わり の中で、 情緒の安定を図っ ていま

すか？

・ 子ども が示す様々な行動や欲求に適切にこ たえていますか？

・ 発育に応じ て遊びの中で体を動かす機会を 十分に確保し 、 自ら 体を動かそう と する意欲

が育つよう 、 安全で衛生的な環境を作っ ていますか？

1 歳以上 3 歳未満児

・ 機嫌よく 過ごせるよう 、 食事、 排泄、 睡眠、 清潔等の欲求が満たさ れているか、 水分量

が充足し ているか、 活気や表情、 皮膚の状態等をよく 観察し ていますか？

・ 自我の育ちに応じ た言葉がけを工夫し 、主体性ややり たい気持ちを大切にし ていますか？

・ 子ども が自分から 話し たく なるよう な雰囲気を作っ ていますか？

・ 一人一人の子ども の気持ちを受容し 、 共感し ながら 、 人見知り 、 不安、 甘え、 怒り など

の感情をし っ かり 受け止めていますか？

・ 子ども が自分でし よう と する姿を 大切にし 、 満足が得ら れるよう な経験や場を用意し て

いますか？

・ 安全でゆっ たり と し た環境の中で、 体を十分に動かし たり 、 手や指を使っ た遊びを楽し

めるよう にし ていますか？

・ 子ども の生活体験にあっ たごっ こ 遊びを保育者が仲立ちと なっ て一緒に楽し んでいます

か？



3 歳児

・「 甘えたく なっ たら 、 いつでも 甘えていいよ」 と いう 気持ちで、 子ども たちを受け止め、

子ども の気持ちに配慮し た温かい触れ合いの中で、 心と 体の健康を促し ていますか？

・ 一人一人の子ども の友達への興味や関心、 仲間関係などを 把握し 、 友達の遊びに気付か

せ、 友達と 関わり が持てるよう な言葉がけをし ていますか？

・ 生活を 再現し たごっ こ 遊びや共感し やすい絵本やお話の世界を 再現するごっ こ 遊びを子

ども 同士、 あるいは、 保育従事者と と も に楽し めるよう な環境を作っ ていますか？

・ 保育従事者の言動は、 他の子ども や他者と 関わるモデルや、 き っ かけになるこ と を自覚

し 、 言動に注意し ていますか？

4 歳児

・ 子ども が葛藤やつまずきの体験を 通し て、 自分の気持ちを 調整するこ と の必要性を理解

し ていく こ と 、 それが思いやり の気持ちの芽生えと なるこ と を踏まえて子ども と 関わるよ

う にし ていますか？

・ 子ども が生き 生きと し た言葉を習得し ていけるよう 、 ごっ こ 遊びや集団的な遊びなどの

楽し い体験をする機会を作っ ていますか？

5 歳児

・ 子ども の話をし っ かり 聞き 、 子ども の気持ちに寄り 添いながら 疑問や質問に答えたり 、

一緒に考えたり し ていますか？

・ ルールのある遊び、 役割のある遊びをする機会を 子ども たちから も 提案でき る適切な環

境を作っ ていますか？

・ 保育従事者の手伝いや簡単な当番活動等を 通し て、 感謝さ れる喜びやそれによっ て自信

を得る体験ができるよう な機会を作っ ていますか？

6 歳児

・ 探求心や好奇心が旺盛と なり 、 知識欲が増し てき ます。 子ども 一人一人の興味・ 関心に

応じ て対応し ていますか？

・ 経験し たこ と や考えたこ と を自分なり の言葉で表現し たり 、 相手の話を聞こ う と する意

欲や態度を育むよう に、 生活や遊びの中で工夫し ていますか？

・ 遊びや集団の生活において、 子ども 一人一人の創意工夫やアイ デアが生かさ れるよう な

工夫をし ていますか？


